第３　勧告及び意見

１　勧告

職員の給与の決定条件に関する調査の結果は以上のとおりであり、職員の給与と民間給与との較差、物価・生計費及び人事院勧告の内容等を総合的に勘案すると、職員の給与を改定する必要があると認められるので、所要の措置をとられるよう勧告する。

また、「給与制度の総合的見直し」についても、給与改定を行う必要があると認められるので、併せて所要の措置をとられるよう勧告する。
記

(1)  平成26年４月の公民の給与較差等に基づく給与改定について
ア　改定の内容
（ア）給料表
ａ　職員の給与に関する条例に定める給料表
現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。

　　    ｂ  一般職の任期付研究員の採用等に関する条例に定める給料表
現行の給料表を別記第２のとおり改定すること。
ｃ　一般職の任期付職員の採用等に関する条例に定める給料表
現行の給料表を別記第３のとおり改定すること。
（イ）期末手当及び勤勉手当
　ａ　平成26年12月期の支給割合

(a)　(b) (c)及び(d) 以外の職員

勤勉手当の支給割合を0.825月分（再任用職員にあっては、0.375月分）とすること。

(b)　特定管理職員

勤勉手当の支給割合を1.025月分（再任用職員にあっては、0.475月分）とすること。

(c)　指定職給料表の適用を受ける職員

勤勉手当の支給割合を0.925月分（再任用職員にあっては、0.5月分）とすること。

(d)　任期付研究員及び特定任期付職員

　　　 　期末手当の支給割合を1.7月分とすること。

ｂ　平成27年６月期以降の支給割合

(a)　(b) (c)及び(d) 以外の職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.75月分（再任用職員にあっては、それぞれ0.35月分）とすること。

　 (b)　特定管理職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.95月分（再任用職員にあっては、それぞれ0.45月分）とすること。
(c)  指定職給料表の適用を受ける職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.85月分（再任用職員にあっては、それぞれ0.45月分）とすること。

 (d)  任期付研究員及び特定任期付職員

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.55月　分とすること。

（ウ）初任給調整手当

   　　医療職給料表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給月額の限度を249,800円とすること。
（エ）通勤手当
ａ　交通用具使用者（人事委員会規則で定めるところにより通勤が不便であると認められる職員（以下「通勤不便者」という。）及び通勤が困難であると認められる身体に障がいを有する職員を除く。）に対する通勤手当の月額を、次に掲げる使用距離の区分に応じ、それぞれ次に定める額とすること。
(a)  片道５キロメートル以上10キロメートル未満　  4,200円

(b)　片道10キロメートル以上15キロメートル未満　  7,100円
(c)　片道15キロメートル以上20キロメートル未満　 10,000円

(d)　片道20キロメートル以上25キロメートル未満　 12,900円

(e)　片道25キロメートル以上30キロメートル未満　 15,800円

(f)　片道30キロメートル以上35キロメートル未満　 18,700円

(g)　片道35キロメートル以上40キロメートル未満　 21,600円

(h)　片道40キロメートル以上45キロメートル未満   24,400円

(i)　片道45キロメートル以上50キロメートル未満　 26,200円

(j)　片道50キロメートル以上55キロメートル未満　 28,000円
(k)　片道55キロメートル以上60キロメートル未満　 29,800円

(l)　片道60キロメートル以上　31,600円

ｂ  通勤不便者に対する通勤手当は廃止すること。
イ　改定の実施時期
この改定は、平成26年４月１日から実施すること。ただし、アの（イ）のａについてはこの勧告を実施するための条例の公布の日から、アの（イ）のｂ並びに（エ）のｂについては平成27年４月１日から実施すること。
(2)  「給与制度の総合的見直し」に係る給与改定について
ア　改定の内容
（ア）給料表

ａ　職員の給与に関する条例に定める給料表

（1）のアの（ア）のａによる改定後の給料表（医療職給料表（一）を除く。）を別記第４のとおり改定すること。

　　   ｂ  一般職の任期付研究員の採用等に関する条例に定める給料表

（1）のアの（ア）のｂによる改定後の給料表を別記第５のとおり改定すること。
ｃ　一般職の任期付職員の採用等に関する条例に定める給料表

（1）のアの（ア）のｃによる改定後の給料表を別記第６のとおり改定すること。
（イ）単身赴任手当
　　　　単身赴任手当の基礎額を月額30,000円とし、職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離の区分に応じて加算することとされている額の限度を月額70,000円とすること。
（ウ）管理職員特別勤務手当
　　ａ  管理監督職員（※）が、災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により勤務時間条例第３条第１項及び第３項並びに第４条の規定により定められた週休日又は休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間（正規の勤務時間以外の時間に限る。）に勤務した場合に、管理職員特別勤務手当を支給すること。
ｂ ａの管理職員特別勤務手当の額は、ａによる勤務１回につき、6,000円を超えない範囲において人事委員会規則で定める額とすること。

イ　改定の実施時期等
(ア) 改定の実施時期

この改定は、平成27年４月１日から実施すること。　　

（イ）経過措置等

　　ａ  平成30年３月31日までの間における差額の支給

　　　(a)  アの（ア）による改定後の給料表の適用の日（以下「切替日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなるもの（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、平成30年３月31日までの間、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給すること。

(b)  切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（(a)の職員を除く。）について、(a)による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められるときは、当該職員には、人事委員会規則の定めるところにより、(a)に準じて、給料を支給すること。
(c)  切替日以降に新たに給料表の適用を受けることになった職員について、任用の事情を考慮して(a)又は(b)による給料を支給される職員と権衡上必要があると認められるときは、当該職員には、人事委員会規則の定めるところにより、(a)又は(b)に準じて、給料を支給すること。

ｂ  単身赴任手当の基礎額の月額の特例措置

平成27年４月１日から平成30年３月31日までの間における単身赴任手当の基礎額の月額については、（2）のアの（イ）中、「30,000円」とあるのは「30,000円を超えない範囲で人事委員会規則で定める額」とすること。
　   ｃ  その他所要の措置
ａ及びｂに掲げるもののほか、この改定の実施に伴い、所要の措置を講ずること。

※ 管理監督職員とは・・・


職員の給与に関する条例第11条第１項に規定する人事委員会規則で指定する職にある職員をいう。
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